様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　令和6年3月27日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃあいくこーぽれーしょん
一般事業主の氏名又は名称　株式会社アイクコーポレーション
（ふりがな）はしもと ゆうき
（法人の場合）代表者の氏名  橋本 悠生　印
住所　〒791-1102
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛媛県松山市来住町1288-1
法人番号9500001000205    　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
当社のDXに関する取り組み

	公表日
	　2024年1月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	
当社コーポレートサイト内からのリンク「当社のDXに関する取り組み」内の「DX戦略策定の目的」「DX推進の基本方針」にて公表
コーポレートサイト
https://www.aic.co.jp/company/digital_transformation

	記載内容抜粋
	＜「DX戦略策定の目的」より抜粋＞
大きな変化の時代、提供する形がどのように変わろうとも、市場において競争優位に立つことが重要です。当社を育てていただいた「地域」に、これからも「情報サービス」で貢献していくため、私たちの DX推進策を定めました。刻々と変化する市場ニーズに対応できるスピード展開の実現には、デジタル技術の活用を最大化する「DX戦略」が必要だと考えています。

＜「DX推進の基本方針」より抜粋＞
既存のやり方を検証/改善し、仕事そのものを大きく変えることで事業の生産性を向上させる
｢顧客への価値提供｣の原点に立ち返って、メディア・サービスそのものを深化させていく
｢顧客への価値提供｣の視点で新たなサービスを探索し、社会に対して新たな貢献を行う

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	
取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項である



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
当社のDXに関する取り組み

	公表日
	
　2024年 1月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	
当社コーポレートサイト内からのリンク「当社のDXに関する取り組み」内の「DX推進プロジェクト」および「DX推進体制」にて公表　https://www.aic.co.jp/company/digital_transformation

	記載内容抜粋
	＜「DX推進プロジェクト」の一部より抜粋＞
1.守りのDX
(1)基幹システムと業務データのクラウド化による生産性の向上、ルール見直しによる全体最適化
　①既存業務のデジタライゼーション｜省力化、ペーパーレス化に必要なデジタルツールを導入
・基幹業務のクラウドERPの導入（会計･給与他）、電子帳簿保存専用ストレージの活用
・電子契約システムの導入、行政・会社間の電子手続きの活用など
(2)アメーバ経営（管理会計）の採算表を活用したリアルタイム経営
全社員が業務に要した時間、売上、経費、人件費等、社内に蓄積するデータを自動収集し、｢時間あたりの価値｣を算出する。
分析データを見える化することで課題や注力ポイントをあぶり出し、根拠に基づく判断と行動を部門/チーム単位で行う

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項である



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	
「DX推進プロジェクト」内「2.DX仲間づくり」「3.攻めのDX」、および「DX推進体制」にて公表
https://www.aic.co.jp/company/digital_transformation

	記載内容抜粋
	＜「DX推進プロジェクト」の一部より抜粋＞
2.DX仲間づくり
　デジタル技術を活用して、ビジネスモデルや組織自体を変革できる人材を育成する
　DXの仲間づくりを進めるため、社員のリスキリング・研修等の機会と場を提供する
　(1)役員､GM対象の研修（DXに対する理解の醸成）
　(2)アドバンス人材の発掘･育成（会社をミドルから変革するDX人材へ）
　(3)一般研修（デジタルビジネス､DXに対する興味関心の喚起⇒未来のDX人材へ）　
　・自治体、各種団体主催の研修プログラムへの参加
　・検定/資格制度の利用、社内研修会の実施、ビジネスITフェア等への参加
　・DX人材を活かす組織づくりと評価制度の醸成
　・プロ人材、副業人材の登用など

3.攻めのDX
　ワクワクするアイデアが日常的に生みだされ、新たなサービスや商品に反映される会社へ
　(1)既存メディアの深化（CX「顧客体験価値」を盛り込んだコンシューマ目線のサービス提供へ）来に向けた探索
　(2)未来を見据えた探索
・社外人材の登用、他社との連携（オープンイノベーションの活用）

＜「DX推進体制」より抜粋＞
※以下、公表資料上の体制図の補足
経営企画室の直属として、DX推進PJTを配置し、配下の組織である各事業部、メディア・コンテンツ開発部、総務部においては、「DX推進」の人材を1名ずつ配置
　①DX推進PJT
　・推進企画、実行、研修、各事業部のDX推進ヘルプを担当
　②各事業部
　・業務改善、営業企画、事業部内運営においてDXを推進
　③メディア・コンテンツ開発部
　・デジタルマーケティング、デジタルコンテンツ制作、業務改善等においてDXを推進
　④総務部（1名）
　・会計、経理、売上請求、庶務、採用等においてデジタル化を推進

以下は、体制図の下に公表している。
社員のリスキリングと社外人材の登用により、記載する体制図「DX推進体制」を実現していく




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	
「DX推進プロジェクト」内「1.守りのDX(1)②にて公表　https://www.aic.co.jp/company/digital_transformation

	記載内容抜粋
	＜「DX推進プロジェクト」の一部より抜粋＞
1. 守りのDX
(1)基幹システムと業務データのクラウド化による生産性の向上、ルール見直しによる全体最適化
　②既存システムの統廃合、改修、連携｜自動処理など､周辺部分のソリューション開発
・受注管理システムと電子契約システムAPIによるデータ連携
・運用システムの相互連携とバッチ処理等による業務の自動化構造
・レガシーなシステムの再構築、部分見直しの最適化
・ローコード、ノーコードツールの活用など




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
当社のDXに関する取り組み

	公表日
	　　
　　　2024年 1月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	
当社コーポレートサイト内からのリンク「当社のDXに関する取り組み」のページ内、「DX推進プロジェクト達成状況を測る指標」にて公表
　https://www.aic.co.jp/company/digital_transformation

	記載内容抜粋
	
以下の指標により､DX推進プロジェクトの達成度を管理する（2025年度末まで）
〇守りのDX
　各事業部において､業務プロセスの最適化を図り､生産性向上を図る
･アメーバ 時間あたりの単価 10％向上を目指す
〇DX仲間づくり
　(1)デジタルマーケティング人材：8名（IMA検定所持者など）
　(2)DX人材：10名



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　
2024年 1月12日

	発信方法
	
当社コーポレーションサイト内の「当社のDXに関する取り組み」内にて、弊社の実務執行統括責任者（代表取締役社長）である橋本悠生による「代表者メッセージ」にて、戦略の推進状況等を発信
https://www.aic.co.jp/company/digital_transformation

	発信内容
	
アイクコーポレーションは創業時(1983年)から「情報でお客様に幸せを提供していく」ことをパーパスとしてきました。地域の情報インフラとしての役割に加えて、今後は顧客体験価値にもフォーカスし、 地域価値共創を目指していきます。そのためにDXを積極的に進め、変化に柔軟に対応しながら、会社および事業の変革を推進していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　
　2023年 10　月頃　～　2023年　12月頃

	実施内容
	
「DX 推進指標」による自己分析を行い、IPA の自己診断結果入力サイト（https://www.ipa.go.jp/ikc/info/
dxpi.html）より入力している。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　
　2023年　　12月頃　～継続実施中

	実施内容
	
SecurityAction 制度に基づき二つ星の宣言を行っている。

https://mediasion.co.jp/information-security/
以下の規則に沿ってセキュリティ対策を実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

